
 
岩手県農山漁村地域整備交付金交付要綱の一部改正新旧対照表 

改正前 改正後 
岩手県農山漁村地域整備交付金交付要綱 

 

 （目的） 

第１～第７ ［略］ 

 

 附 則 
この要綱は、平成 29 年６月 20 日から施行する。 

 

 

 

 別表第１（第２関係） 

交付対象事業 
経費 交付額 摘要

事業名 区分 

国実施要綱第

２の１の(2)の

①のアの(ｱ)農

地整備事業 

［略］ ［略］ ［略］  

国実施要綱第

２の１の(2)の

①のアの(ｶ)草

地畜産基盤整

備事業 

草地整備型 

 

畜 産担い手

総合整備型 

 

草 地林地総

合整備型 

［略］ ［略］  

国実施要綱第

２の１の(2)の

①のアの(ｿ )

畜産環境総合

整備事業 

資源リサイ

クル事業 

 

草地畜産活

性化事業 

 

新技術活用

地域環境改

善事業 

［略］ ［略］  

国実施要綱第

２の１の(2)の

①のアの(ｹ)地

域用水環境整

備事業 

［略］  市町村、土地改良区その他知事

が認める者が国実施要領別紙第

８第２の２の(1)の表の１の(7)

に掲げる小水力発電整備を行う

場合に要する経費 

［略］  

 

岩手県農山漁村地域整備交付金交付要綱 

 

 （目的） 

第１～第７ ［略］ 

 
 附 則 
この要綱は、平成 29 年６月 20 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 30 年９月 18 日から施行する。 

 

 別表第１（第２関係） 

交付対象事業 
経費 交付額 摘要

事業名 区分 

国実施要綱第

２の１の(2)の

①のアの(ｱ)農

地整備 

［略］ ［略］ ［略］  

国実施要綱第

２の１の(2)の

①のアの(ｱ)農

地整備 

草地畜産基盤

整備事業 

［略］ ［略］  

国 実 施 要 綱 第

２ の １ の (2)

の ① の ア の

(ｴ)農村整備 

畜産環境総合

整備事業 

［略］ ［略］  

国実施要綱第

２の１の(2)の

①のアの(ｲ)水

利施設整備 

［略］  市町村、土地改良区その他知事

が認める者が国実施要領別紙２

運用５第１の１の(1)のキに掲げ

る小水力発電整備を行う場合に

要する経費 

［略］  

 



 
 
 

国実施要綱第

２の１の(2)の

①のアの(ｻ)農

業集落排水事

業 

 ［略］ １ 国実施要領別紙11-1第２

の２の(1)及び(2)に規定す

る事業に要する経費の 100

分の50に相当する額以内の

額 

２ 国実施要領別紙11-1第２

の２の(3)に規定する事業

を行う場合は定額（ただし、

機能診断にあっては一施設

当たり 200 万円、最適整備

構想の策定にあっては一市

町村当たり 800 万円を上限

とする。） 

 

 
別表第２（第７関係） ［略］ 
 
様式第１号（別表第２関係）～様式第２号（別表第２関係） ［略］ 
 
様式第３号（別表第２関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
国 実 施 要 綱 第

２の１の(2)の

①のアの(ｴ)農

村整備 

農業集落排

水事業 

［略］ １ 国実施要領別紙 4-1 運用

２第１の２の(1)及び(2)に

規定する事業に要する経費

の100分の 50に相当する額

以内の額 

２ 国実施要領別紙 4-1 運用

２第１の２の(3)に規定す

る事業を行う場合は定額

（ただし、機能診断にあっ

ては一施設当たり200万円、

最適整備構想の策定にあっ

ては一市町村当たり 800 万

円を上限とする。） 

 

 
別表第２（第７関係） ［略］ 
 
様式第１号（別表第２関係）～様式第２号（別表第２関係） ［略］ 
 
様式第３号（別表第２関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式第３号(別表第２関係）　　　地区別経費の配分（精算）表
(単位：円）

事業名(1) 事業名(2) 区分(1) 区分(2)

小計

小計

小計

合計（交付限度額）

（う ち　工事費）

（う ち　附帯事務費）

　う ち農業農村基盤整備事業

　う ち森林基盤整備事業

　う ち水産基盤整備事業

　う ち海岸保全施設整備事業

小計

　う ち効果促進事業費

（注）１　交付対象事業の事業名（1）欄には、岩手県農山漁村地域整備交付金交付要領別表題1（以下「別表1」という 。）の事業名欄の国実施要綱第2の1の(2)の①のアの(オ)、①のアの(ク)、①のアの(コ)、①のアの(ソ)、①のイの(ア)、①のウの(ア)、①のウのa、①のエの(ア)のa及び②のいずれかを記入すること。

（注）２　交付対象事業の事業名（2）欄には、別表１の事業名欄の事業名（（　）部分）を記入すること。

（注）３　交付対象事業の区分（1）欄には、別表１の区分欄の該当する項目を記入すること。区分欄に項目がない場合、未記入とすること。

（注）４　交付対象事業の区分（2）欄には、別表１の交付額欄の交付率を記入すること。

（注）５　法律・予算の区分欄には、国の負担又は補助の割合について個別の法令等に規定がある場合は、「法律補助」と記入し、それ以外は「予算補助」と記入すること。

計画名 地区名

交付対象事業
法律・予算

の区分
事業実施期間 事業実施主体

本年度

市町村費

本年度

その他

翌年度以降

事業費

(Ｄ)＝(Ａ)-(Ｂ)-(Ｃ)

備　考
総事業費

(A)

前年度までの

事業費

(B)

前年度までの

交付済みの総

額

本年度事業費

(Ｃ)

本年度

都道府県費

様式第３号(別表第２関係）　　　地区別経費の配分（精算）表
(単位：円）

事業名(1) 事業名(2) 区分(1) 区分(2)

小計

小計

小計

合計（交付限度額）

（う ち　工事費）

（う ち　附帯事務費）

　う ち農業農村基盤整備事業

　う ち森林基盤整備事業

　う ち水産基盤整備事業

　う ち海岸保全施設整備事業

小計

　う ち効果促進事業費

（注）１　交付対象事業の事業名（1）欄には、岩手県農山漁村地域整備交付金交付要綱別表第１（以下「別表１」という 。）の事業名欄の国実施要綱第2の1の(2)の①のアの(ｱ)、①のアの(ｲ)、①のアの(ｴ)、①のイの(ｱ)、①のウの(ｱ)、①のウの(ｳ)のa、①のウの(ｳ)のc、①のエの(ｱ)のa及び②のいずれかを記入すること。

（注）２　交付対象事業の事業名（2）欄には、別表１の事業名欄の事業名（（　）部分）を記入すること。

（注）３　交付対象事業の区分（1）欄には、別表１の区分欄の該当する項目を記入すること。区分欄に項目がない場合、未記入とすること。

（注）４　交付対象事業の区分（2）欄には、別表１の交付額欄の交付率を記入すること。

（注）５　法律・予算の区分欄には、国の負担又は補助の割合について個別の法令等に規定がある場合は、「法律補助」と記入し、それ以外は「予算補助」と記入すること。

計画名 地区名

交付対象事業
法律・予算

の区分
事業実施期間 事業実施主体

本年度

市町村費

本年度

その他

翌年度以降

事業費

(Ｄ)＝(Ａ)-(Ｂ)-(Ｃ)

備　考
総事業費

(A)

前年度までの

事業費

(B)

前年度までの

交付済みの総

額

本年度事業費

(Ｃ)

本年度

都道府県費



 
 
 
様式第４号（別表第２関係）～様式第７号（第６関係） ［略］ 
 
 
 

 
様式第４号（別表第２関係）～様式第７号（第６関係） ［略］ 
 
 
 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 
 
 


